
医療と保健が連携した「養育支援ネット」推進事業 実施要綱

１ 目的

  未熟児等、養育上支援を必要とする家庭を早期に把握しフォローしていくために、医療機関等と地

域保健が連携し、早期から子育てを支援する母子保健医療情報提供システムを整備する。

２ 事業内容

(1) 医療と保健が連携した「養育支援ネット」システム（図１）

① 実施主体：市町、兵庫県

② 対象者

    ア 未熟児

イ 虐待を受けるおそれのある児

ウ 医療機関、助産所（以下、「医療機関等」という。）が、

・「養育上の問題があり、地域での早期支援が必要な親子（乳幼児とその親）」

・「出産後の養育について出産前から支援が必要と認められる妊婦（特定妊婦）」等

 とみなしたものとする。

   なお、対象者の詳細については、表１のとおりと規定する。

③ 情報提供の方法

ア 医療機関等は、保護者又は妊産婦の同意を得て、未熟児等養育上支援を必要とする親子又

は妊婦の情報を診療情報提供様式（様式12の2（別紙含む）、様式12の3、妊婦用様式）に記

入し、支援の必要に応じた時期に速やかに、当該親子・妊婦の住所地の市町に提供する。た

だし、里帰り先での支援を要する親子・妊婦の場合（概ね2週間以内）については、医療機

関等より住所地母子保健担当窓口に照会し、里帰り先の住所地に直接送付することも可能

である。

イ 保護者又は妊産婦の同意がない場合は、本様式による情報提供は行わないものとし、情報

の取り扱いにあたっては、プライバシーの保護について十分留意し、対象の情報が部外者に

漏れることがないよう秘密保持を厳重にする。

④ 情報の流れと保健福祉サービスの提供

ア 情報提供を受けた住所地（里帰りの場合は里帰り先）の市町は、速やかに当該親子又は妊

婦に家庭訪問等、対面での支援を行う。

イ 対応困難事例については、健康福祉事務所と情報共有し、状況に応じて健康福祉事務所

と市町との同伴により家庭訪問を行う。

ウ 家庭訪問を行った市町は、その結果を「育児支援等連絡票」（様式１）又は「妊婦支援等

連絡票」（様式２）に記録し、速やかに情報提供元の医療機関等に報告する。里帰り先の市

町が訪問した場合は、その結果を、情報提供元の医療機関等及び当該親子・妊婦の住所地の

市町に報告する。

エ 健康福祉事務所が訪問指導を行ったときは、その結果を「育児支援等連絡票」（様式１）

又は「妊婦支援等連絡票」（様式２）に記録のうえ、当該親子・妊婦の住所地の市町に通知

し、市町は必要により情報提供元の医療機関へ報告する。

オ 医療機関等は、虐待が明らかな場合あるいは虐待の疑いが強い場合は、児童虐待防止法第

６条に基づき、こども家庭センターまたは福祉事務所に通告を行う。

（なお、児童相談所等から調査協力を求められた場合に、医療機関等は被虐待児童等に関す

る資料等を提供できるものとされた。〈児童虐待防止法13条の4〉）



(2) 家庭訪問指導の実施

① 実施主体：市町、健康福祉事務所

     ② 対 象 者：養育支援ネットで把握した家庭

(3) 養育支援ネット推進検討会の開催

地域が一体となり養育上支援を必要とする親子の早期支援を図るため、「養育支援ネット」の

評価を行うとともにネットワークの強化を図る。

① 実施主体：市町、健康福祉事務所

② 構成機関：医療機関（医師、歯科医師、助産師等）、市町（保健・福祉関係者）、

こども家庭センター（児童相談所）、健康福祉事務所等

③ 検討内容：養育支援ネットの活用状況及び事業効果について

         事例検討及びシステムの構築について

④ 回  数：各健康福祉事務所管内２回程度

３ 実績報告

(1) 養育支援ネットの実績報告については、市町は翌年度５月末までに別紙１により県健康福祉事

務所へ報告し、県健康福祉事務所は管轄市町分を取りまとめて翌年度６月 10 日までに県健康増

進課に報告する。

(2) 養育支援ネット推進検討会の実績報告については、別紙２により翌年度４月 10 日までに、健

康福祉事務所が取りまとめて県健康増進課に報告する。

なお、計画・開催にあたっては、市町と健康福祉事務所で連携・調整すること。

また、実績報告については、地域保健活動推進会議にも計上する。

４ 関係機関との連携

(1) 本事業が効果的に運営されるよう、医師会、産婦人科担当医師、市町やこども家庭センター

に対し本事業の趣旨の周知を図り、積極的な協力を求め、専門医等による診断治療が必要と判

断される場合には、速やかに専門医療機関等に紹介するものとする。

(2) 早期に円滑な保健福祉サービスを提供し継続した支援が行えるよう、幼稚園・保育所等の児

童福祉施設、学校等との情報交換や連携に努める。

附則

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

附則

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

附則

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

附則

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

附則

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

附則

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

附則

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

附則

 この要綱は、平成２９年７月２６日から施行する。

附則



 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

附則

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

附則

 この要綱は、令和６年７月１日から施行する。

（図１）



（表１）

医療と保健が連携した「養育支援ネット」の対象例

児の状況

１）未熟児

2,500ｇ未満の低出生体重児のうち、養育上支援が必要な児や、養育医療対象児

２）身体障がい児及び長期療養児

障がいや重症の疾患を有する児、地域療育が必要な児

３）その他、養育に支援を必要とする児

① 新生児期

早産児、低出生体重児、子宮内発育遅滞児（IUGR）、巨大児、分娩外傷、新生児

仮死、呼吸障害、多発性形態異常、先天性代謝異常、聴覚障害児

② 乳幼児期

  (ｱ) 発育障害：身長・体重・性の発育異常

(ｲ) 発達の遅れ：運動発達・言語発達・認知発達の遅れ

(ｳ) 行動の問題：行動障がい（注意集中困難・多動・不適応・攻撃性など）、

情緒障がい（不安・無関心・分離・反抗）、

その他（摂食障害、発達障害）

 ③ 虐待の発生予防のために、保護者への養育支援の必要が考えられる乳幼児

※別表２ 子どもの様子 参照

妊婦または

母親の状況

１）妊娠・出産状況

若年（10代）、ひとり親、未婚、被虐待歴・虐待歴あり、養育に負担のかかる疾

患がある、知的障がい、身体障がい、精神障がい、アルコール・薬物依存がある

望まない妊娠、中絶を繰り返している、不妊治療後

２）妊婦・母親の行動

  健診未受診、妊娠中期以降の受診、分娩時が初診、関係機関等の援助を拒否、

衣類等が不衛生

３）育児状況

育児不安が強い、子どもの世話をしない、情緒不安から子どもを傷つける、

産後の不調が続いており、ベビーの世話をするのが困難、

親の育児知識・育児態度あるいは姿勢に問題がある、

我が子に愛着行為や関心がもてない 等

※別表１ 妊娠・出産、妊婦の行動・態度等 参照

※別表２ 保護者の様子 参照

家族・家庭

の状況

１）夫（パートナー）との関係

ＤＶ、夫婦関係の破綻

２）きょうだいの状況

  きょうだいの不審死、きょうだいへの虐待行為

３）経済状態

 両親に定職なし、不安定な就労・収入

４）サポート等の状況

夫や家族・地域の中で育児の協力が得られない、地域の中で孤立

※別表１・別表２ 家族・家庭の状況 参照

※別表１、別表２の出典

平成28年12月16日付 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課及び母子保健課通知

「要支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係る保健・医療・福祉・教育等の連携一層推進につ

いて」








